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山口県医師会産業医研修会
と　き　平成 31年 1月 12 日（土）15：00 ～

ところ　山口県総合保健会館 2階 第 1研修室

[ 報告 : 常任理事　中村　　洋 ]

特別講演１
治療と職業生活の両立支援～産業医の留意点

　　城戸産業医事務所　城戸　尚治
両立支援について

　仕事と家庭生活を両立することで企業の好循環

につながると言われている。両立支援に関しては、

休み方・働き方等の職場環境の整備、病気の労働

者の適正配置が柱となる。

　これらの背景としては、平成 28年にがん対策

基本法が改正され、事業者にがん患者の雇用継続

に配慮する努力義務が課されたことがある。また、

がん対策推進基本計画の中でも、がん患者の就労

支援に取り組むことが盛り組まれており、一億総

活躍社会の実現も影響している。

治療と職業生活の両立の状況について

　日本は職場の中でも高年齢労働者が増えてお

り、2人に 1人が健康診断で所見を抱え、3人に

1人が病気を抱えて就業している。また、がん治

療技術の進歩により、がん等が慢性疾患に変わる

とともに、職場の環境整備が必要となる。疾病を

抱える労働者の就業に関する課題としては、仕事

を理由に適切な治療が受けられないこと、

会社の理解や支援が不十分で就労が継続

できないことがある。例としては、病気休

暇を申請せずに退職したり、がん労働者の

34%が依願退職や解雇されたりしている。

事業場における課題としては、病気や治療

に関する見通しが分からない、復職可否の

判断が難しい等がある。

ガイドラインについて

　2016 年 2月に厚労省より『治療と職業

生活の両立支援のためのガイドライン』が

出ている。事業者としては、継続的な人材

確保、ワークライフ・バランスの面から両

立支援は必要である。しかし、大前提として安全

配慮義務、自己保健義務がある。取組みに関して

は産業医がするだけではなく、職場環境も大切で

ある。内容としては衛生委員会で周知すること、

研修を行うことがガイドラインにも記載されてい

る。また、休暇制度、勤務制度を柔軟に作ること

が大事である。産業医としても職場の環境を知っ

ておかないと効率的な両立支援ができないと言え

る。

就業上の措置の流れについて

　治療と仕事の両立支援のための取組みの進め方

としては、①労働者から主治医に仕事の情報を提

供し主治医からの診療及び就業上の意見書を事業

者へ提出、②事業者が産業医の意見を聴取、③事

業者が就業上の措置等を決定・実施、である。

　会社としては、安易に“病気だから働けない”

と判断するのではなく、働ける仕事はないか検討

し、就業の機会をなくさないようにすることが重

要である。また、産業医、事業者が復帰後のプ

ランを策定することでスムーズな両立支援につな

がる。
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がんに関する留意事項

　職場の「がんでは働けない」という思い込みを

払拭することも産業医の役割である。入院期間が

短縮しており、外来での治療が長期になっている

ため、仕事ができる期間も延びてきている。手術、

抗がん剤治療、放射線治療は経過によって就業上

の措置や治療への配慮内容の変更が必要である。

また、精神的ショックを受ける場合が多いため、

メンタルヘルス面のサポートも産業医の重要な役

割である。

就業上の措置について

　主治医からの情報をもとに産業医は就業措置を

検討するが、医療の専門家ではない事業者にも分

かるように説明・提案することが重要である。ま

た、業務を代替する上司や同僚等の健康配慮、個

人情報の適切な取扱い等も配慮すべき点である。

特別講演２
最近の労働衛生行政について
山口労働局労働基準部健康安全課長　末廣　高明
労働災害の防止について

　県内の労働災害としては、平成 30 年 10 月末

までに 14 名死亡、休業 4 日以上の死傷災害が

1,176 名となっている。30年度は第 13次労働災

害防止計画の初年度であり、5年掛けて死亡災害

を 15%、休業 4 日以上の災害を 5% 減少するこ

とが目標である。しかし、県内ではこの目標に対

して非常に厳しい現状にある。内容としては、製

造業・建設業が減少しているのに対し、運輸交通

業（特に荷役作業中）の災害が多く発生している。

　労働局は事故の際に調査をする。労働基準監督

署は事故以前に定期的にテーマを決めて調査をし

ているが、その際に、安全衛生委員会や産業医に

ついても質問をしている。産業医がいな

い事業所では医療的対応が難しい現状に

ある。

労働安全衛生法改正について

　一般労働者に対する面接指導の対象が、

現行の「1月当たり 100 時間超」から「1

月当たり 80 時間超」へ見直される。こ

の背景には、労働基準法の総労働時間規

制の強化がある。従来は残業については

三六協定の条件について法的な規制がな

かったため、運輸交通業等では年間 1,000

時間超の三六協定も結ばれていた。4月以

降は法律で規制された以上の三六協定は

受け付けないようになる。しかし、残業

時間をすべて把握することは難しいため、

1月当たり 60 ～ 70 時間等の労働者がい

るかどうかを一度、事業所に確認するこ

とがポイントとなる。

　産業医に対する情報提供については、

①義務として健康診断・面接指導を実施

後の就業上の措置の内容、②長時間労働

者に関すること、③労働者の業務に関す

る情報がある。

　産業医の権限の明確化としては、①事

業者又は総括安全衛生管理者に対して意

見を述べる、②労働者からの情報収集、
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③緊急時に労働者に対して必要な措置を指示す

る、④衛生委員会に対して調査審議を求める、が

ある。

　産業医の勧告の実効性の確保としては、①産

業医が勧告をする際は事業者の意見を求める、

②勧告内容については衛生委員会への報告を義務

付ける、③衛生委員会の意見及び当該意見を踏ま

えて講じた措置の内容等の記録・保存を事業者に

義務付ける、がある。

　健康情報の取扱ルールの明確化・適正化につ

いては、①事業者は労働者の健康情報を取り扱う

に当たっては労働者の健康の確保に必要な範囲内

で取り扱う（本人の同意がある場合等を除く）、

②労働者の健康情報を適正に管理するために必要

な措置を事業者に義務付ける、がある。

医師の長時間労働について

　2024 年より、医師の長時間労働が規制される。

しかし、医療事務や検査技師等の医師以外の者は

4 月 1 日より「月 45 時間、年 360 時間」の規

制が始まる。


